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同 「地域における科学技術振興に関する調査（第５回調査）」（NISTEP REPORT No.70）、2001
平成12年版科学技術指標では、各都道府県における科学技術振興のための施策推進のための
体制整備の動きを 専任部署の設置、 審議会等の設置、 基本計画等の策定という3つの観点
から考え、これらについて3つとも実施済みの場合を3、2つだけ実施済みの場合を2といった具合
に点数付けをして指標化し、1997年と1998年のデータを紹介した。
それによると、上記3つの措置を実施済みの都道府県の数は1997年の9道県から1998年には12道
県へ、逆に上記のどの措置も講じていない都道府県の数は97年の23都県から15県へと減少して
いた。今回の改訂版では新たに2000年のデータが紹介されているが、それによると、上記3つの措
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置を実施済みの都道府県の数は19道県へとさらに増加しているのに対し、逆に上記のどの措置も
講じていない都道府県の数は3県へと激減していた。従って、1998年から2000年にかけて地域の
科学技術振興のための体制整備が格段に進み、2000年においては、47都道府県のうち44都道府
県、すなわちほとんどの都道府県において地域の科学技術振興のための体制整備が実施されて
いることになる。このことは、地域振興の鍵として地域における科学技術の振興に対する関心が各
都道府県においても高まっていることを示すものとして受け止めることができる。
7
調査資料 - 88
平成12年版科学技術指標 −データ集− 改訂第２版（プ
レスリリース資料補足）
平成14年11月20日
文部科学省
科学技術政策研究所
１．データの補足説明
理工系学部卒業生の主要産業別就職割合の推移
1) 2001年度に「サービス業」への就職割合が「製造業」にほぼ拮抗するようになったが、2002年度では初
めて「サービス業」(35.2%)への就職割合が「製造業」(31.5%)を3.7％上回った。このことは、産業のソフ
ト化などの影響によるものと考えられる。
2) 「サービス業」の内訳をさらに詳しくみると、「その他のサービス業」（ここに情報サービスが含まれる。）
が大部分を占めており、情報サービス関連企業への就職割合の増加による面が大きいと考えられ
る。
図2-3-8 理工系学部卒業生の主要産業別就職割合の推移 （データ追加版）
注：
1) オリジナルの図2-3-8に、2002年データと「サービス業」のうち「情報関連等」のデータを追加。
2) 2002年度データ（＃）は速報値であり、変更の可能性がある（平成14年12月に報告書刊行予
定。）。
3) 「うち情報関連等」（＊）は、「サービス業」のうち医療・保健衛生、法務等の特定のサービス業を除
いた「その他のサービス業」の人数である。ここには、情報サービスが含まれる。
理工系学部卒業生の製造業就職者の産業別内訳の推移
1990年代中頃以降、理工系学部卒業者の製造業への就職割合が低下したのは、主として、「電気機械器
具」産業への就職割合が減少したことによる面が大きい。
補足図１：理工系学部卒業生の製造業就職者の産業別内訳の推移
8
２． 理工系学部卒業生のサービス業就業率が製造業のそれを超えた現
象の要因等について
1) 我が国産業の高度化・サービス経済化
他の先進工業国と同様に、日本の産業構造の高度化に伴い、製造業の位置づけが低下し、サービス業を
含むサービス産業の占める割合が増大している。［参考：通商白書2002，第1-2-18図］
2) 製造業の雇用機会の減少
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1990年代中期以降、生産拠点の海外移転および海外からの低価格の輸入品の増加による国内生産の減
少に伴い、製造業の雇用機会が減少している。［参考：雇用政策研究会「雇用政策の課題と当面の展開」］
3) 情報産業の雇用吸収力の高さ
「情報サービス業」の従業者数は、1990年代後半まで一貫して増加した後、最近数年間はほとんど増加し
ていないものの、入職率（常用雇用者に対する入職者の割合）は18.8％（平成13年）と「製造業」の10.4％
に比べ高く、大学卒業者の雇用吸収力は高い。［参考：経済産業省統計］
4) 産業界の情報技術者へのニーズの高まり
理工系学部卒業の就職者の職業別内訳を見ると、「情報処理技術者」（22.0％）は「機械・電気技術者」
（25.4％）に次いで多く、情報処理技術者に対する産業界のニーズが高いことがわかる。
補足図（図2-3-8）：就職者（理工系学部卒業者）の職業別内訳：2001年度末
資料：「学校基本調査報告書」に基づき、科学技術政策研究所が作成
注：上記データは2002年度速報値であり、修正される可能性がある（平成14年12月に報告書刊行予
定。）。
5) IT革命による情報技術者へのニーズの高まり
情報処理技術者に対する産業界のニーズの高まり（前述）は、より根本的には、インターネットや携帯電話
の爆発的普及をはじめとするいわゆる「IT革命」を反映したものと考えられる。
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